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令和５年の新春を迎え謹んでお慶びを申し上げます。
　２０２２年の世界経済における新型コロナウイルスの影響はおおむね落ち着きましたが、中国のロックダウン、ロシア・ウクライナ問題等、地政学的リスクから下振れリスクが拡大しました。２０２３年も引き続き地政学的リスクによる不確実性がますます高まるものと思います。
２０２２年度の我が国経済は、景気回復のペースは鈍化するものの、腰折れには至らず最終的には、+1.7～2.0％程度の実質経済成長率になるものと思われます。
また、２０２３年度は、コロナ過による経済社会活動の制限はほぼ解消される見込みであり、内需を中心に景気の緩やかな回復が続くが、回復テンポは鈍化すると予想されます。その結果、成長率は、+1.0～1.5％程度が予想されています。

このような状況の中、当協会の関連する『光学関連技術をコアとした製品』は、
様々な分野で成長する可能性を持っており、DX、デジタル・トランスフォーメーション、GXグリーン・トランスフォーメーション、経済安全保障分野、防衛力増強等による成長戦略等の推進による新しい変革の流れの中で、成長分野への開発投資等を引き続き積極的に行うことで、明るい将来を切り開いていけるものと確信しています。
また、当協会は、光学機器業界の健全な発達を目標に、現在、国際規格ISO/TC 
172（光学とフォトニクス）と同ＳＣ１(基本規格)の事務局、関連JIS原案作成委員会事務局、光学関係技能検定試験の実施協力、統計資料の提供などを中心として活動を行っております。
国際規格関係の活動では、昨年１０月にISO/TC172/ＳＣ１の国際会議が、オンラインで開催され、当協会から委員の方々が参加いたしました。今年は、１１月に米国でＩＳＯ/TC１７２及び、ＩＳＯ/ＴＣ１７２/ＳＣ１国際会議の開催予定です。当協会からは、SC1委員会会長やWGの主査の方々の出席を予定しております。また、ドイツ、アメリカを始め世界各国からの委員の方々のご出席が見込まれます。国際規格は、各国が力を入れており今後ますます重要になってくると思われます。
技能検定では、昨年は東京都における光学関係の前期試験（光学ガラス研磨作業）は、１９名の方が受験をされました。また、後期試験（光学機器組立て作業）は、２５名の方が受験されました。
厚生労働省の感染症対策の指針に則り試験を行い、無事終えることができました。　今年も前期に光学ガラス研磨作業、後期に光学機器組立て作業の試験実施協力を予定しています。
これらの活動は、会員工業会及び関連企業関係各位のご支援・ご協力を頂いて実施しております。ここに、関係各位にこれまでのご支援・ご協力に厚く感謝申し上げますとともに、本年も引き続き会員工業会及び関連企業関係者の皆様のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。
最後に、会員の皆様のご活躍とご発展を祈念しまして、新年のご挨拶とさせていただきます。







　　　　令和５年元旦
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経済産業省　製造産業局　局長
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■はじめに
○令和５年の新春を迎え、謹んで御挨拶申し上げます。
○昨年は、ワクチン接種の拡大等によりコロナ禍から徐々に経済活動が回復しつつあった中、ロシアによるウクライナ軍事侵攻が始まり、これを背景とした国際的な原油・物価高騰や歴史的な円安など、息つく暇もなく新たな危機に直面することになりました。特に我が国の製造業は、半導体をはじめとした部素材の供給途絶やエネルギー価格の高騰など、様々な面で引き続き影響を受けておられると承知しています。
○こうした目の前の情勢変化への対応に加え、中長期的な産業構造の変化を見据えた変革にも取り組んでいくことが求められています。私は、政策の重点は「DX（デジタル・トランスフォーメーション）」「GX（グリーン・トランスフォーメーション）」「経済安全保障」の３軸にあると考えています。本年も産業界の皆様と緊密に連携しつつ、この３軸を基礎にしてあらゆる施策を総動員することで、我が国製造業の成長のために全力を尽くしてまいります。
■経済安全保障・防衛力強化
○ロシア・ウクライナ情勢に加え、昨年は北朝鮮によるミサイルの発射が繰り返されるなど、我が国を巡る安全保障環境は戦後最も厳しい状況にあると言っても過言ではありません。昨年11月の岸田総理からの指示に基づき、国家安全保障戦略を含む防衛３文書の改定により、今後5年間での防衛力の抜本強化等の方針が示されました。防衛力強化のためには強い防衛産業が必要不可欠である一方、同産業は利益率や事業見通しの不確実性といった課題を抱えていると認識しています。産業を所管する経済産業省として、産業界の実情を踏まえ、防衛省をはじめとした関係省庁とも連携しながら、防衛産業の強化に向けた取組の具体化に取り組んでまいります。
〇また、防衛力を高めることはもとより、安全保障の裾野が経済分野へ急速に拡大する中で、国家・国民の安全を経済面から確保することも喫緊の課題となっています。昨年５月に成立した経済安全保障推進法に基づき、我が国では日本の経済構造の自律性を向上させることと、技術優位性を高めて日本の不可欠性を得ることを目指し、様々な施策に取り組んでいます。
○例えば、昨年、政府は永久磁石や工作機械・産業用ロボット、航空機部素材を含め11物資を特定重要物資として指定しました。これらは広く国民生活・経済活動に用いられ、一旦供給が途絶すると経済に重大な影響を与える恐れのある物資です。これらを含め、経済安全保障の観点からも我が国のものづくり産業基盤が果たす役割は極めて大きいと考えています。このため、先日成立した補正予算においては約１兆円の基金を盛り込み、特定重要物資の安定供給の確保に資する民間企業の設備投資や研究開発の取組を後押ししてまいります。加えて、我が国のものづくりにおける技術的優位性を高め、不可欠性を高めるため、「経済安全保障重要技術育成プログラム」に1,250億円を積み増し、宇宙・航空分野をはじめとする最先端の重要技術の開発にも取り組んでいきます。
■GX
○昨年12月、EU理事会と欧州議会は炭素国境調整メカニズムに係る設置規則案を暫定合意しました。ロシア・ウクライナ情勢の中でも、脱炭素に向けた議論は進んでいます。我が国としても、2050年カーボンニュートラルという野心的な目標を変革の好機として捉え、成長へとつなげていくことが必要です。しかしながら、日本全体のＣＯ２排出量の１／３を占める産業部門は、“Hard-to-abate”、すなわち排出削減が困難なセクターと言われているように、ＧＸの実現は容易ではありません。従来とは全く異なる生産プロセス等の実現に挑戦する民間を後押しすべく、規制・支援一体型の投資促進策を講じてまいります。
○既に、脱炭素化に向けた長期にわたる研究開発・社会実装を行う企業等に対して、2兆円の「グリーンイノベーション（GI）基金」にて大規模かつ継続的な支援を行っており、水素を活用した次世代製鉄プロセスや、ＣＯ２や廃プラスチックから化学品を合成する製造技術に関するプロジェクト等を進めています。昨年成立した令和４年度第２次補正予算では更に3,000億円での拡充を行ったことに加え、令和５年度当初予算案において約4,500億円を計上したところであり、今後も必要な支援を行ってまいります。
〇昨年２月に発表した「ＧＸリーグ基本構想」には、既に日本のCO2排出量の4割以上を占める約600社の企業より賛同を頂きました。本年は、GXリーグを稼働させ、GX経済移行債の発行や排出量取引の枠組みを含む「成長志向型カーボンプライシング構想」を速やかに実現・実行してまいります。予見可能性を高め、企業がGXに向けた投資をしやすい環境作りに取り組んでまいります。
■DX
○世界的に、データを用いた価値創造の動きが一層加速しています。我が国製造業においても、サプライチェーンに関するデータ等を集約・管理し、ＡＩや量子、デジタルツイン等と組み合わせることや、工場プロセスを形式知化することで、設計・開発、生産管理などの高付加価値化や迅速な経営判断を実現していくことが必要です。デジタル分野を中心に起きているレイヤー化等の産業構造の大きな変化を踏まえ、従来の製品・サービスで勝負するものづくりを越えて、幅広い分野・産業・ビジネスを俯瞰した横割りの視点をもった取り組みを進めることで、競争力を高めることが重要です。

○しかし、欧米諸国と比較すると、DXを含む無形固定資産への投資が進んでおらず、我が国製造業のデジタル競争力は今のところ高い位置にありません。その原因の一つとして、従業員の学び直しへの投資が不足していることが挙げられます。このため、経済産業省は、リスキリング等を通じて、DXに資する人材の育成に取り組んでいます。

○また、個社の取組だけでなく、特に最近では、カーボンフットプリントの把握や人権デューデリジェンスへの対応などにおいて、バリューチェーン全体でのデータ連携の必要性について欧米を中心に議論が進められており、企業の枠を超えたＤＸも視野に検討を進めていく必要があります。このためには、官民一体での連携が必要であり、経済産業省としては、まずは、例えば、車載用蓄電池などを念頭に、ライフサイクルでの温室効果ガス排出量の算定や、サプライチェーン上におけるリスクを継続評価・低減していく仕組みなどを策定することを目指しています。

○さらに、無形固定資産への投資のみならず、ロボットやドローンなどの先進技術導入による生産性向上や価値創造も重要です。特にドローンについては、昨年１２月に改正航空法が施行され、有人地帯での補助者なし目視外飛行が可能になりました。これによりインフラ点検や物流、災害対応といった様々な分野でドローンの利活用が進むことを期待しています。また、２年後に迫った大阪・関西万博において「空飛ぶクルマ」の商用運行を開始することを目指し、政府では制度整備や研究開発を進めています。こうした取組を通じて、我が国の先進的な技術を用いた製品開発への投資にスイッチを入れることを目指します。

■福島
○福島の復興は経済産業省の最重要課題です。福島の復興に向け、経済産業省では、福島浜通りへの企業立地や福島浜通りでの実用化開発への補助金等の手厚い支援策を用意しています。皆様におかれましても、こうした支援策を活用し、福島浜通りへの進出を御検討いただければ幸いです。
○また、経済産業省は、三陸・常磐地域の水産業等の本格的な復興に向けて、昨年末、官民連携の枠組みである「魅力発見！三陸・常磐ものネットワーク」を立ち上げました。このネットワークでは、産業界、自治体、政府関係機関等から広く参加を募り、水産物等の売り手と買い手を繋げることで、「三陸・常磐もの」の魅力を発信し、消費拡大を図ります。産業界の皆様におかれましては、ぜひネットワークへの積極的な協力・参加をお願いいたします。
■おわりに
○DX、GX、経済安全保障といった新しい経済の軸に合わせ、成長につながる投資の形や事業分野の中身も変わっていきます。産業界においても、こうした構造的変化を適確に捉え、新たな投資を含めた経営リソースの活用方策を考えていっていただきたいと思います。我が国においても国内の投資を増やそうという意欲が高まってきており、昨年末に開催された国内投資拡大のための官民フォーラムにおいては、経団連から2027年度に100兆円の設備投資の見通しが示されたところです。今こそ大規模な設備投資を行い、投資とイノベーションと所得向上の３つの好循環を生み出す好機です。経済産業省としても、民間における投資を促すべく、様々な施策を通じて予見可能性を高め、企業が投資しやすい環境を作っていきたいと考えています。
○最後に、皆様の益々の御発展と、本年が素晴らしい年となることを祈念して、年頭の御挨拶とさせていただきます。
令和４年１１月生産・出荷統計

	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	185,168
(1.06)
	10,729
(1.17)
	311,312
(1.07)
	201,496
(1.02)
	15,995
(1.21)
	307.894
(1.10)
	161,249
(1.05)

	フィルム

カメラ
	6,084
(0.98)
	7,730
(1.02)
	5,741
(0.95)
	7,268
(0.96)
	9,440
(1.04)
	5,198
(1.02)
	12,464
(0.89)

	交換レンズ


	154,972
(0.93)
	11,588
(1.10)
	306,941
(0.95)
	257,289
(0.82)
	15,014
(0.92)
	192,657
(1.10)
	982,834
(1.17)

	光学・精密

測定機
	32,776
(1.14)
	6,167
 (1.22)
	-
	28,475
(0.98)
	5,874
(1.10)
	-
	90,435
(1.35)

	光分析機器


	16,097
(1.18)
	25,262
(1.38)
	-
	15,723
(1.12)
	24,444
(1.25)
	-
	10,196
(1.18)

	測量機


	3,839
(1.31)
	653
(1.25)
	-
	8,620
(0.67)
	1,512
(1.20)
	-
	8,929
(1.27)

	合　計


	  -    


	62,129
(1.21)
	-
	-


	72,279
(1.12)
	-
	-




(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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